
第16期定時株主総会招集ご通知に際しての
イ ン タ ー ネ ッ ト 開 示 事 項

事業報告の業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
連 結 計 算 書 類 の 連 結 注 記 表
計 算 書 類 の 個 別 注 記 表

（平成26年９月１日から平成27年８月31日まで）

夢の街創造委員会株式会社

事業報告の「業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況」、

連結計算書類の「連結注記表」及び計算書類の「個別注記表」につきまして

は、法令及び当社定款第15条の規定に基づき、インターネット上の当社ウェ

ブサイト（アドレスhttp://www.yumenomachi.co.jp/）に掲載することによ

り株主のみなさまに提供しております。
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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

(1) 業務の適正を確保するための体制

　① 当社及び当社子会社の取締役・使用人の職務の執行が法令及び定款に適合する

ことを確保するための体制

会社の業務執行が全体として適正かつ健全に行われるために、当社及び当社子

会社の取締役は、行動規範及びコンプライアンス・リスク管理ガイドラインを制

定し、実効性ある内部統制システムの構築と法令・定款遵守の体制の確立に努め

ております。また、管理本部を中心に、全社的なコンプライアンスに関する社内

研修、ガイドライン・マニュアルの作成・配布等を行うことにより、コンプライ

アンスの知識を高め、尊重する意識を醸成し、堅持するための体制づくりに努め

ております。法令もしくは定款上疑義のある行動等の早期発見と是正を目的に内

部通報制度を制定・施行しており、通報者の保護を明確にし、制度の周知徹底・

運用を行っております。

一方、監査役はこの内部統制システムの有効性と機能を監査し、取締役に対す

る改善の助言または勧告を行う体制を確保しております。また、内部監査室は、

業務活動の遂行に対して独立した立場から、当社及び当社子会社の内部統制の整

備・運用の状況及びリスク管理の状況を調査し、その改善事項を取締役、監査役

会並びに所管部門責任者へ報告を行う体制を確保しております。

　② 当社及び当社子会社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する

体制

当社及び当社子会社の取締役の職務執行に係る情報は、情報管理規程並びに文

書管理細則等に基づき、文書または電磁的媒体（以下、文書等という）で適切に

保存・管理することとし、必要に応じて文書等の閲覧が可能な状態を維持してお

ります。
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　③ 当社及び当社子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

経営に重大な影響を及ぼすリスクに備えるため、リスク管理に関する規程やマ

ニュアルを制定し、組織横断的なリスク状況の監視及び全社的なリスク対応の体

制を整備しております。なお、不測の事態が発生した場合は、緊急対策本部を発

足し、損失を最小限にとどめるための適切な方法を検討し、迅速に対応する体制

を整備しております。

　④ 当社及び当社子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保する

ための体制

当社及び当社子会社において、定時取締役会を原則として月１回開催し、業務

執行に係る重要な意思決定を行うとともに、常勤取締役が参加する経営会議を週

１回程度開催し、社内規程で定められた決裁権限に従って、迅速かつ機動的な意

思決定を行っております。また、取締役会において中期経営計画を定め、会社と

して達成すべき目標及び取締役ごとに業績目標を明確化し、定期的に進捗状況の

レビューを行っております。進捗状況の確認に限らず、課題への取り組み・改善

を促すことで、全社的な業務の効率化を実現するシステムを構築しております。

　⑤ 当社及び当社子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体

制

当社子会社について当社の所管部門が業務の効率性・有効性、リスク管理体制

及び法令の遵守状況等に関する管理・監督を行い、経営会議にて定期的な報告を

実施しております。なお、子会社における経営上の重要な意思決定事項について

は、当社取締役会にて決議することを明文化しております。

その他、当社と子会社及び子会社間での取引は、法令・会計原則・税法・その

他の社会規範に照らし適切対応する体制を整備し、周知徹底を行っております。

　⑥ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使

用人に関する事項

監査役または監査役会がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合

には、内部監査室または管理部門所属の使用人を、その職務に専従させることが

できるものとする体制を確保しております。
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⑦ 前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項及び当該使用人に対する指示

の実効性の確保に関する事項

前号の使用人は監査役または監査役会の職権に服すると同時に各取締役から独

立した存在とし、経済的及び精神的に不当な取り扱いを受けないことの保証と周

知徹底を行っております。

また、当該使用人は、監査役または監査役会からの指示に基づく監査業務を遂

行するために必要な調査権限や情報収集の権限を有するものとし、各執行部門は

これに協力する体制を確保しております。

⑧ 当社及び当社子会社の取締役・使用人が監査役に報告するための体制、その他

の監査役への報告に関する体制

当社及び当社子会社の取締役及び使用人が、その職務の執行にあたり次に掲げ

る事項に関して重要性があると認めるときは、職務執行に係る指揮命令系統に関

わらず、監査役または監査役会にその内容を報告できる体制を確保しており、当

該報告をしたことによって経済的及び精神的に不当な取り扱いを受けないことの

保証と周知徹底を行っております。

イ．職務の執行により会社に重大な損害を与えるおそれがある等の重要事項

ロ．法令及び定款に違反する行為または社会通念に照らして不当な行為

ハ．その他、監査役または監査役会が必要と判断した事項

⑨ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

監査役は取締役会への出席のほか、内部監査人並びに会計監査人とも連携を十

分にとり、定期的な意見交換等により、効果的な業務監査並びに会計監査の遂行

に努めております。また、当該監査役がその職務の遂行にあたり生じた必要費用

については、請求等に従い、速やかに処理を行います。

　⑩ 財務報告の信頼性を確保するための体制

当社及び当社子会社の財務報告に係る透明性・信頼性の確保及び内部統制報告

書の有効性かつ適切な提出のため、財務報告に係る内部統制の整備、運用の状況

を評価し、継続的な見直しを行うことを明文化し、実施しております。
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　⑪ 反社会的勢力に向けた体制

当社及び当社子会社は、社会の秩序や企業の健全な活動に脅威を与えるいずれ

の勢力とも関わりを持たず、不当な要求を受けた場合には、毅然とした姿勢で組

織的に対応する旨を明文化し、周知徹底に努めております。

(2) 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

　当事業年度における主な取り組みは、以下の通りであります。

　① コンプライアンスに対する取り組み

当社及び当社子会社の取締役等及び使用人に向けて、コンプライアンスの重要

性に関するメッセージを定期的に発信するとともに、情報セキュリティ、インサ

イダー取引防止、法令の遵守に関する全社的な研修を実施し、コンプライアンス

意識向上に向けた取り組みを継続的に行いました。

　② リスク管理に対する取り組み

当社及び当社子会社の主要な損失の危険に関する事項は、経営会議及び取締役

会にて所管部門の管理者から定期的に報告が行われております。

　③ 職務執行の適正及び効率性の確保に対する取り組み

取締役会は、社外取締役１名を含む取締役５名で構成され、社外監査役３名も

出席しております。取締役会は、計18回開催し、各議案についての、審議、業務

執行の状況等の監督を行っております。また、子会社における経営上の重要な意

思決定事項については、当社取締役会にて決議を行っております。

　④ 監査役の職務の執行について

監査役は、監査計画に基づき監査を実施するとともに、定時取締役会後に監査

役会を開催し、必要に応じて代表取締役、取締役等と監査内容についての意見交

換を実施いたしました。また、監査役は四半期毎に会計監査人と面談し、監査結

果の報告を受けるとともに、経営上の重要事項についての意見交換を実施いたし

ました。
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　⑤ 内部監査の実施状況について

内部監査室は、内部監査計画に基づき、次に掲げる監査並びにモニタリングを

実施し、取締役会及び監査役会に報告を行いました。

イ．当社及び当社子会社における業務の適正性、法令遵守状況並びにリスク管

理状況に関する業務監査

ロ．財務報告に係る内部統制監査

ハ．内部通報制度の整備・運用状況のモニタリング
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連結注記表

１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

　(1) 連結の範囲に関する事項

　 ① 連結子会社の状況

　・連結子会社の数 ２社

　・主要な連結子会社の名称 株式会社薩摩恵比寿堂

株式会社ZEN

株式会社DeliDeliは、清算結了したため、連結の範囲から

除いております。ただし、清算日までの損益計算書につい

て連結しております。
　 ② 非連結子会社の状況

　・主要な非連結子会社の名称 PT Klik Eat

　・連結の範囲から除いた理由 PT Klik Eatは、総資産、売上高、当期純損益（持分に見

合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等から見て、

連結の範囲から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微

であるためであります。

また、非連結子会社でありました夢の街株式会社は当連結

会計年度に清算が結了しております。
　(2) 持分法適用に関する事項

① 持分法適用の関連会社の数 １社

　・会社等の名称 JFD株式会社

　 ② 持分法を適用しない非連結子会社の状況

　・会社等の名称 PT Klik Eat

　・持分法を適用しない理由 持分法を適用していない非連結子会社であるPT Klik Eat

は、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分

に見合う額）等から見て、持分法の対象から除いても連結

計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重

要性に乏しいと認められるため持分法は適用しておりませ

ん。
　・持分法適用手続に関する特記事項 持分法適用会社のうち、決算日が連結決算日と異なる会社

については、各社の事業年度に係る財務諸表を使用してお

ります。
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　(3) 会計処理基準に関する事項

　 ① 重要な資産の評価基準及び評価方法

　ａ．有価証券

　 イ．子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法

　 ロ．その他有価証券

　 ・時価のあるもの 連結会計年度の末日の市場価格等に基づく時価法（評価差

額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均

法により算定）

　 ・時価のないもの 移動平均法による原価法

　ｂ．たな卸資産 国内連結子会社は主として先入先出法による原価法（貸借

対照表価額は収益性の低下の基づく簿価切下げの方法によ

り算定）

　 ② 重要な減価償却資産の減価償却の方法

　ａ．有形固定資産

　 (リース資産を除く）

定率法

なお、建物（建物附属設備を除く）のうち平成10年４月１

日以降に取得したものについては、定額法によっておりま

す。

主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物 ２～39年

その他 ２～20年

　ｂ．無形固定資産

　 (リース資産を除く）

定額法

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における

利用可能期間（５年）に基づいております。
　ｃ．リース資産 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を

採用しております。

　 ③ 重要な引当金の計上基準

　ａ．貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上して

おります。
　ｂ．賞与引当金 従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額のうち当

連結会計年度に負担すべき額を計上しております。

　 ④ のれんの償却方法及び償却期間

　のれんの償却については、５年間の定額法により償却を行っております。

　 ⑤ その他連結計算書類作成のための重要な事項

　 消費税等の会計処理 税抜方式によっております。
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２．表示方法の変更に関する注記

（連結損益計算書）

　前連結会計年度において「営業外収益」の「その他」に含めて表示しておりました「受取手数

料」(前連結会計年度658千円)及び「受取保険料」(前連結会計年度880千円)は、金額的重要性が増

したため、当連結会計年度より、区分掲記しております。

　前連結会計年度において「営業外費用」に区分掲記しておりました「持分法による投資損失」

(前連結会計年度2,799千円)は、金額的重要性が乏しくなったため、当連結会計年度より「営業外

費用」の「雑損失」に含めて表示しております。

３．連結貸借対照表に関する注記

有形固定資産の減価償却累計額 125,832千円

４．連結株主資本等変動計算書に関する注記

　(1) 発行済株式の種類及び総数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 11,097,600株 ―株 ―株 11,097,600株

　(2) 自己株式の種類及び株式数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 1,209,800株 ―株 183,000株 1,026,800株

（注）自己株式の減少183,000株は、ストックオプションの権利行使によるものであります。

　(3) 剰余金の配当に関する事項

　 ① 配当金支払額等

　平成26年11月27日開催の第15期定時株主総会決議による配当に関する事項

・配当金の総額 49,439千円

・１株当たり配当額 ５円

・基準日 平成26年８月31日

・効力発生日 平成26年11月28日
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　 ② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの

平成27年11月26日開催予定の第16期定時株主総会において次のとおり付議する予定でありま

す。

・配当金の原資 利益剰余金

・配当金の総額 70,495千円

・１株当たり配当額 ７円

・基準日 平成27年８月31日

・効力発生日 平成27年11月27日

　(4) 当連結会計年度末日における新株予約権に関する事項

　 該当事項はありません。

５．金融商品に関する注記

　(1) 金融商品の状況に関する事項

　 ① 金融商品に関する取組方針

　当社グループは、投融資については、必要な資金を主に銀行借入により調達しており、余剰資金

については、資産運用規程やこれに準じた方針に基づき、安全性の高い金融商品に限定し、運用し

ております。

　 ② 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

ィ．営業債権である売掛金及び未収入金については、顧客の信用リスクにさらされております。

当該リスクに関しては、当社の与信並びに取引先管理規程やこれに準じた方針に従い、取引

先ごとの入金状況及び残高管理を行うとともに、主な取引先の信用状況を定期的にモニタリ

ングしております。

ロ．投資有価証券は、主に長期保有目的の上場株式と非上場株式であります。上場株式は、市場

価格等の変動リスク及び発行会社の信用リスクを有しております。これらは当社グループの

資産運用規程に従い管理し、時価の変動要因を定期的にモニタリングしております。非上場

株式は、発行会社の財務状況の悪化等によるリスクを有しております。これらは当初グルー

プの資産運用規程に従い管理し、定期的に当該株式の発行会社より情報を入手し、財務状況

等の把握に努めております。

ハ．営業債務である買掛金及び未払金については、そのほとんどが１ヶ月以内の支払期日であり

ます。当該債務については、流動性リスクにさらされておりますが、当社グループでは、定

期的に資金繰りを確認するなどの方法により管理しております。

ニ．長期借入金のうち、変動金利の借入金は、金利の変動リスクにさらされておりますが、金利

市場の変化を注視しております。また、固定金利の借入金については、金利変動のリスクを

回避するため、固定金利としております。
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　(2) 金融商品の時価等に関する事項

　平成27年８月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとお

りであります。

（単位：千円）

連 結 貸 借 対 照 表
計 上 額

時 価 差 額

ィ．現金及び預金 1,371,941 1,371,941 ―

ロ．受取手形及び売掛金 244,884 244,884 ―

ハ．未収入金 225,245 225,245 ―

ニ．投資有価証券 59,340 59,340 ―

ホ．支払手形及び買掛金(*) (134,551) (134,551) ―

ヘ．未払金(*) (327,071) (327,071) ―

ト．未払法人税等(*) (84,803) (84,803) ―

チ．長期借入金(*) (292,785) (292,785) ―

(*) 負債に計上されている支払手形及び買掛金、未払金、未払法人税等及び長期借入金について

は、金額を( )で示しております。

(注）１．金融商品の時価の算定方法

イ．現金及び預金、ロ．受取手形及び売掛金、ハ．未収入金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価

額によっております。

ニ．投資有価証券

　上場株式は取引所の価格によっております。

ホ．支払手形及び買掛金、ヘ．未払金、ト．未払法人税等

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価

額によっております。

チ．長期借入金

　固定金利によるものは、元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定され

る利率で割り引いた現在価値により算定しております。
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２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区 分 連結貸借対照表計上額（千円）

非 上 場 株 式 63,146

子 会 社 株 式 95,000

関 連 会 社 株 式 30,100

　これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められ

ることから、「ニ．投資有価証券」には含めておりません。

３．金銭債権の連結決算日以後の償還予定額

（単位：千円）

１年以内 １年超５年以内

現 金 及 び 預 金 1,371,941 ―

受 取 手 形 及 び 売 掛 金 244,884 ―

未 収 入 金 225,245 ―

４．長期借入金の連結決算日以後の返済予定額

（単位：千円）

１年以内 １年超５年以内

長 期 借 入 金 104,844 187,941

６．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 212円25銭

(2) １株当たり当期純利益 9円67銭

７．重要な後発事象に関する注記

　 該当事項はありません。
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個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

　(1) 資産の評価基準及び評価方法

　有価証券

　イ．子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法

　ロ．その他有価証券

　 ・時価のあるもの 事業年度の末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全

部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により

算定）

　 ・時価のないもの 移動平均法による原価法

　(2) 固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産

　 (リース資産を除く）

定率法

なお、建物（建物附属設備を除く）のうち平成10年４月１日

以降に取得したものについては、定額法によっております。

主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物 ２～39年

工具、器具及び備品 ２～20年

② 無形固定資産

　 (リース資産を除く）

定額法

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利

用可能期間（５年）に基づいております。

　(3) 引当金の計上基準

① 貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個

別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しておりま

す。

② 賞与引当金 従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額のうち当事

業年度に負担すべき額を計上しております。

　(4) その他計算書類作成のための基本となる事項

　消費税等の会計処理 税抜方式によっております。
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２．貸借対照表に関する注記

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 85,836千円

(2) 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

短期金銭債権 20,768千円

短期金銭債務 9,038

　

３．損益計算書に関する注記

　 関係会社との取引高

営業取引（収入分） 791千円

営業取引（支出分） 64,590

営業取引以外の取引（収入分） 100,000

　

４．株主資本等変動計算書に関する注記

　 自己株式の種類及び総数に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 1,209,800株 ―株 183,000株 1,026,800株

（注）自己株式の減少183,000株は、ストックオプションの権利行使によるものであります。

５．税効果会計に関する注記

　(1) 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

減価償却費 178千円

貸倒引当金 2,259

賞与引当金 4,358

未払事業税 6,141

投資有価証券評価損 61,448

子会社株式評価損 9,563

減損損失 5,895

その他 2,247

繰延税金資産合計 92,092

繰延税金資産の純額 92,092
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　(2) 法人税等の税率の変更による繰延税金資産の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律」（平成27年法律第９号）及び「地方税法等の一部を改正する

法律」（平成27年法律第２号）が平成27年３月31日に交付され、平成27年４月１日以降に開始する

事業年度から法人税率等の引下げ等が行われることになりました。これに伴い、繰延税金資産の計

算に使用する法定実効税率は、従来の35.64％から平成27年９月１日に開始する事業年度に解消が

見込まれる一時差異については33.02％に、平成28年９月１日に開始する事業年度以降に解消が見

込まれる一時差異については32.22％となります。

この税率変更により、繰延税金資産の金額は、9,401千円減少し、法人税等調整額が同額増加して

おります。

６．リースにより使用する固定資産に関する注記

該当事項はありません。

７．関連当事者との取引に関する注記

　役員及び個人主要株主等

種 類 氏 名
事業の内容
又 は 職 業

議決権等の所有
(被所有)割合

関連当事者
との関係

取 引 の
内 容

取 引
金 額
(千円)

科 目
期 末
残 高
(千円)

役員及
び個人
主要株
主

中村 利江 当社代表取締役社長
（被所有）

直接
14.87％

－

ストック・
オプションの
権利行使
（注）

38,247 － －

(注）平成17年８月15日臨時株主総会決議により発行した新株予約権（ストック・オプション）の権

利行使（行使時の払込金額１株当たり209円）であります。

８．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 226円27銭

(2) １株当たり当期純利益 15円15銭

９．重要な後発事象に関する注記

　 該当事項はありません。
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